門情審第　34　号

                                                　　平成17年3月10日

諮問番号　　門企合第42号

異議申立人　江　田　みどり

答　　申　　書

門真市長　東　　潤　様

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　門真市情報公開審査会

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　会長　　土　井　　廣

　平成16年10月14日付門企合第42号で諮問があった下記案件について 門真市情報公開審査会は、次のとおり答申する。

記

　標記の異議申立人からの「（平成16年）9月19日に行われた住民投票で賛成に○の記号を記載された投票用紙と無効とされた投票用紙の全て」の開示請 求についての不開示決定に対する異議申立に基づく諮問

当審査会の結論

　異議申立人からの平成16年9月19日に行われた門真市が守口市と合併することの是非を問う住民投票（以下「本件住民投票」という。）で賛成に○の記号を記載された投票用紙と無効とされた投票用紙のすべての開示について請求に対してこれを平成16年10月6日に公文書不開示決定としたことは妥当である。 

第1　事実経過

1　本件住民投票は平成16年9月19日門真市が守口市と合併することの是非を問う住民投票条例（以下「住民投票条例」という。）に基づき実施された。

　本件住民投票は、投票を行った者の総数が投票資格者の総数の2分の1に満たなかったために、開票は行われなかった。

2　この開票を行わない処置は、本件住民投票の成立要件に関する住民投票条例第12条の「住民投票が投票を行った者の総数が投票資格者の総数の2分の1に満たないときは、成立しないものとする。この場合においては、 開票を行わない。」との規定に基づくものである。なお、開票を行わない場合の手続規定である住民投票条例施行規則第23条第3項は「開票管理者は、開票の不実施を決定したときは、投票箱を開き、投票を保存箱に入れ、封印し、これを投票録及び開票に関す書類とともに選挙管理委員会に送付しなければならない。」とする。

3　異議申立人は、平成16年9月22日「（平成16年）9月19日におこなわれた住民投票で賛成に○の記号を記載された投票用紙と無効とされる投票用紙の全て」を開示する請求を門真市長に行った。

4　これに対して、門真市長は、平成16年10月6日、以下の理由からこれを不開示とする決定をした（以下「本件不開示決定」という。）。

　即ち、門真市が守口市と合併することの是非を問う住民投票条例第12条及び同条例施行規則第23条第3項の規定は、住民投票不成立の場合、開票結果を公にしてはならない趣旨である。従って、開示請求に係る公文書は門真市情報公開条例第6条第7号に規定される「法令等の規定により明らかに開示することができないとされる情報」に該当すると判断した。

5　これに対して異議申立人が平成16年10月8日、本件不開示決定に対し異議申立をした結果、当審査会に諮問がなされたものである。

第2　異議申立理由の概要

　異議申立人は、平成16年10月8日付異議申立書、平成16年（２００４年）12月27日付の反論書、同日の情報公開審査会で口頭により異議申立人、補佐人清水直子及び同弁護士河原林昌樹の意見陳述により、概ね以下のとおりその異議理由を説明した。

1　住民投票条例第12条の違憲性について

　まず、異議申立人は、門真市が守口市と合併することの是非を問う住民投票条例第12条は、住民投票の成立要件として50パーセント以上の投票率を要求する。かかる規定は、住民投票条例に基づいて実施される住民投票の基本的性格にそぐわない合理性を欠いたものであり、憲法第92条及び同第93条第2項が保障する住民の地方参政権を不当に侵害するもので違憲無効というほかなく、かかる規定に依拠した本件不開示決定が違法なものであることは明らかであり、また、仮に本件住民投票条例第12条が違憲無効とまではいえないとしても、本件不開示決定は同条の規定の解釈を誤った違法なものであり、取消しを免れないと主張する。

2　住民投票条例第12条の「開票」の意味について

　異議申立人は、門真市長の不開示判断は、住民投票条例第12条の「開票」の意味と「開示」を事実上混同するものであり、住民投票条例第12条の規定の解釈を誤ったものであると主張する。

3　住民投票条例の失効について

　異議申立人は、住民投票条例の附則2において、投票日の翌日から起算して60日を経過した日に失効する旨規定していることから、開票結果を公表 してはならないという法令上の根拠は存しないと主張する。

第3　当審査会の判断

　以上の経過を踏まえて当審査会は、異議申立について以下のとおり判断した。
1　異議申立人は、門真市長の不開示判断は、住民投票条例第12条の解釈について「開票」と「開示」を混同していると主張している。

　しかしながら、住民投票条例第12条及び同条例施行規則第23条第3項の規定の趣旨は、要するに住民投票不成立の場合においてその投票結果を公にすることを禁ずるものである。

　開票行為と開示行為の概念を個々に区別して、条例が開票のみを行わない趣旨であり、投票用紙を開示することを許容する趣旨と解釈することは条例の趣旨に合致しない。

　なお、異議申立人は、請求対象が一部の投票用紙であることもその開示理由に挙げるが、開示が求められているのは、○の記号が記載された投票用紙と無効票の投票用紙の全部であるからこれが公開されたならば、開票行為と同様に投票結果を明らかにされることも自明の理である。

2　また、確かに住民投票条例の附則2において、住民投票条例は、その投票日の翌日から起算して60日を経過した日に失効する旨が規定されている。

  しかしながら、本件住民投票条例の開票の不実施決定は、住民投票条例の有効期間内に適法になされており、将来においてその不開示決定の効力を無効とする格別の規定がない以上その効力は失われていない。

よって、この点についての異議申立人の解釈は採りえない。

3　異議申立人は、さらにその公開請求の理由として、公開条例第8条による裁量的開示を求めて、住民投票条例第12条に閑する違憲性の議論及び開示情報の公益上の理由を展開する。

ァ　しかしながら、総論的な憲法上の地方参政権のとらえ方、個別的な本件住民投票条例第12条に示されるような住民投票の成立要件の賛否、評価は、市民の各人によって様々な評価があり、議論の余地があるところであるとしても、異議申立人が述べる考え方が必ずしも市民の一般的見解・意思とまでは言えない。

イ　住民投票の実施、その方法の選択、投票結果の取り扱いについては、市民の代表機関である議会にて取り決められる事項である。

　本件の住民投票条例も、様々な市民の意見を集約する門真市議会で審議制定されたものである以上、条例の内容、実施において、市民の生命身体に係わるような具体的な人権侵害などの明白な憲法上の権利の侵害が認められるような状況がある場合を除いて、条例の違憲性を理由として、開示を求められた当該公文書を開示することを実施することは認められない。本件においてはそのような状況をみとめることは出来ない。

ウ 　他方、異議申立人が開示を求める投票用紙は、記号的なものであるとしても住民投票の投票用紙である。

　投票した市民は、自己の投票用紙が情報公開制度により閲覧される対象となることは想定していない。住民投票の投票用紙が情報公開制度により公開されるとしたら、むしろ、住民の投票行動への萎縮効果が懸念される。

　憲法が保障する秘密投票の趣旨からしても、投票内容が探索され外部に知られ得る抽象的な危険性が存在すること自体回避することには極めて重要な公的利益が存在すると考える。

エ 　よって、門真市情報公開条例第8条による裁量的開示を行うことは妥当ではない。むしろ、制度趣旨からすれば情報公開手続によって開示されることが予定されていない文書と考えられる。

4　以上の検討の結果から、当審査会は上記のとおり答申する。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以上

